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今後の地震の長期評価等の進め方について 

 

令和６年２月  

  
 
 

〇 地震調査研究推進本部では、これまで海溝型の地震や活断層で発生する地震など

の発生確率等の長期評価を実施、公表してきたところ、本年１月１日の「令和６年

能登半島地震」の発生を受け、速やかに防災対策にも利活用できるよう、内陸で発

生する地震及び海域活断層の長期評価について、以下の通り、公表可能な結果を早

期に公表していくこととする。 

 
 

（内陸で発生する地震の地域評価） 

〇 内陸で発生する地震については、これまで、個々の活断層の調査結果及び観測網

により蓄積された近年（約 100 年間）の地震活動データを基に、一定の地域単位ご

とに地震発生確率を算出する「地域評価」を実施しているが、多数の活断層の調査

結果を個別に評価するため、多くの検討が必要となっている。 

このため、地域評価が未実施の地域について、できるだけ速やかに情報提供を行

う観点から、まず地震活動データのみを用いる簡易的な手法により、全ての地域の

評価を進め、その結果を公表する。 

 

（日本海側の海域活断層の長期評価） 

〇 海域活断層については、これまで、活断層の位置・形状や、そこで発生する地震

の規模、発生確率等の評価を実施しているが、海域の活断層は直接観測が難しく、

調査結果の整理・分析の段階から多くの検討が必要となっている。 

現在、能登半島沖を含む近畿～北陸地方沖の海域活断層の長期評価を進めている

ところ、まず日本海側の海域活断層の位置・形状やそこで発生する地震の規模を決

定し、進捗に応じて速やかに公表する。 

 

なお、従来の長期評価は並行して進め、評価結果が確定次第、順次公表するととも

に必要な情報提供を行っていく。また、その他の地域についても、海域を含め継続的

に活断層等の調査を実施する。 


